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会員の皆さまに対しアンケートも

実施しました。200件を超える事例

は、アピールの点からも効果があ

り、ご協力に対して委員長として

深く感謝申し上げたいと思います。

意見書の中で特に強調したのは、

「雇用・能力開発機構の１年以内の

廃止」です。こちらを、行政の見

直しの成功事例として、ぜひとも

実現させたいと考えています。ひ

とつでも早期に結果が出ることで、

連鎖反応的成果の積み上げが期待

できますし、各行政府に対する圧

力にもなると思います。

改革には、必ず抵抗勢力が登場

しますが、それに打ち勝つには、

透明性の向上しかありません。例

えば、中央省庁の情報開示に対す

る格付けを政策ウォッチャーが行

うなど、情報の開示に対して、イ

ンセンティブが働く工夫が求めら

れます。行政や予算の仕組みを複

雑にすることは、受益と負担の関

係を国民に見えにくくします。分

権が進み、税金の使われ方がよく

見える方向への構造改革が必要で

す。

国のあり方を変えていくのは容

易なことではありません。しかし、

理想を失わず繰り返し訴え続けて

いくことが必要だと信じています。

世界的な金融危機の中で、景気

対策優先の声が強まっています。

緊急の経済対策が必要だというこ

とは理解できますが、過去の政策

を検証した上で、政策にプライオ

リティを付けて実行していく必要

があると考えます。

それと同時に、わが国にとって

最も大事なことは持続的成長力の

回復であり、経済対策にも中長期

の視点とグローバルな視点を忘れ

てはなりません。ポイントは３つ

あります。第一は、財政規律です。

財政規律の弛緩、国債の大量発行

は、国全体の生産性の低下につな

がります。人口減少の進む日本が

最も重きを置くべき判断の座標軸

は生産性向上であり、財政規律を

堅持しながら経済対策を打ってい

くことが重要です。第二に、持続

可能な社会保障制度の明示と税体

系の見直しです。中期的に国民に

安心感を与えることこそ最大の経

済対策ではないでしょうか。第三

に、国際競争力の維持のために、

法人税率引き下げなどグローバル

な視点での税体系の見直しも忘れ

てはなりません。

今回の意見書の主旨は、行政支

出総点検会議の活動への協力です。

特別会計の支出については財政・

税制改革委員会（小枝至委員長）

に、公益法人への支出や政策の棚

卸しについては構造改革進捗レ

ビュー委員会（前原金一委員長）

に、案を作成いただきました。こ

の場を借りてお礼申し上げます。

また、行政支出全般については、

雇用・能力開発機構の廃止で、
“成功の連鎖”を生んでほしい
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